
地域経済循環創造事業交付金交付要綱 新旧対照表 

（下線部分が変更部分） 

新 旧 備考 

 

地域経済循環創造事業交付金交付要綱 

（ローカル10,000プロジェクトに関する事業） 

 

第１条 通則 

 地域経済循環創造事業交付金（以下「交付金」

という。）の交付に関しては、補助金等に係る

予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法

律第179号。以下「適正化法」という。）、補助金

等に係る予算の執行の適正化に関する法律施

行令（昭和30年政令第255号。以下「適正化法施

行令」という。）、総務省所管補助金等交付規則

（平成12年総理府・郵政省・自治省令第６号。

以下「交付規則」という。）その他の法令及び関

連通知のほか、この要綱に定めるところにより

行うものとする。 

 

第２条 目的 

 この交付金は、都道府県又は市区町村（以下

「地方公共団体」という。）が、地域の金融機関

等と連携しながら民間事業者等による事業化

段階で必要となる経費についての助成を行う

場合において、その実施に要する経費を交付す

ることにより、地域資源を活かした先進的で持

続可能な事業化の取組を促進し、地域での経済

循環を創造することを目的とする。 

 

第３条 交付対象 

  交付対象は、地方公共団体とする。 

 

第４条 事業内容 

 次の各号のいずれにも該当する持続可能な

事業を行うために、民間事業者等（以下、「交付

金事業者」という。）が、初期投資を行う事業

（以下、「交付金事業」という。）に対し、地方

公共団体が助成を行う場合に、当該地方公共団

体に対して、交付金を交付する。             

 

地域経済循環創造事業交付金交付要綱 

（ローカル10,000プロジェクトに関する事業） 

 

第１条 通則 

 地域経済循環創造事業交付金（以下「交付金」

という。）の交付に関しては、補助金等に係る

予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法

律第179号。以下「適正化法」という。）、補助金

等に係る予算の執行の適正化に関する法律施

行令（昭和30年政令第255号。以下「適正化法施

行令」という。）、総務省所管補助金等交付規則

（平成12年総理府・郵政省・自治省令第６号。

以下「交付規則」という。）その他の法令及び関

連通知のほか、この要綱に定めるところにより

行うものとする。 

 

第２条 目的 

 この交付金は、都道府県又は市区町村（以下

「地方公共団体」という。）が、地域の金融機関

等と連携しながら民間事業者等による事業化

段階で必要となる経費についての助成を行う

場合において、その実施に要する経費を交付す

ることにより、地域資源を活かした先進的で持

続可能な事業化の取組を促進し、地域での経済

循環を創造することを目的とする。 

 

第３条 交付対象 

  交付対象は、地方公共団体とする。 

 

第４条 事業内容 

 次の各号のいずれにも該当する持続可能な

事業を行うために、民間事業者等（以下、「交付

金事業者」という。）が、初期投資を行う事業

（以下、「交付金事業」という。）に対し、地方

公共団体が助成を行う場合に、当該地方公共団

体に対して、交付金を交付する。             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新 旧 備考 

(1) 産学金官の連携により、地域の資源と資金

を活用した         地域密着型

の事業であること。 

(2) 事業の実施により、地方公共団体の負担に

より直接解決・支援すべき公共的な地域課題

への対応の代替となること。 

(3) 他の同様の公共的な地域課題を抱える地

方公共団体に対する高い新規性・モデル性が

あること。 

(4) 交付対象経費のうち、交付金事業者が地域

金融機関、日本政策金融公庫、沖縄振興開発

金融公庫若しくは奄美群島振興開発基金か

ら受ける融資額又は、一般財団法人地域総合

整備財団の支援を得た地方公共団体から受

ける無利子の貸付額（以下「融資額等」とい

う。）の総額が第６条に規定する公費による

交付額と同額以上であり、当該融資は無担保

（交付金事業により取得する財産に抵当権

その他の担保権を設定する場合を除く。）   

の融資であること。 

  なお、金融機関は経営者に対して交付金事

業者の連帯保証人になること（経営者保証）

を求めてはならない。 

２ 地方公共団体に対して、上記の目的に即した

民間事業者等、大学等、金融機関、地方公共団

体及び地域経済活性化支援機構等が連携して

実施する地域経済活性化事業に要する出資等

の経費についての助成を行う。 

 

第５条 交付対象経費 

  交付対象経費は、第８条に規定する交付決定

の日以降から、交付金事業者が地方公共団体に

交付金事業完了の報告までの間に要した、以下

に掲げる経費とする。 

経費の区分 説明 

施設整備費 

事業の遂行に必要な建物、建物付属設

備および構築物に係る設計、工事監

理、建築工事、修繕および購入に係る

経費。ただし、用地取得費は除く。 

(1) 産学金官の連携により、地域の資源と資金

を活用して、雇用吸収力の大きい地域密着型

の事業であること。 

(2) 事業の実施により、地方公共団体の負担に

より直接解決・支援すべき公共的な地域課題

への対応の代替となること。 

(3) 他の同様の公共的な地域課題を抱える地

方公共団体に対する高い新規性・モデル性が

あること。 

(4) 交付対象経費のうち、交付金事業者が地域

金融機関、日本政策金融公庫若しくは沖縄振

興開発金融公庫           か

ら受ける融資額又は、一般財団法人地域総合

整備財団の支援を得た地方公共団体から受

ける無利子の貸付額（以下「融資額等」とい

う。）の総額が第６条に規定する公費による

交付額と同額以上であり、当該融資は無担保

（交付金事業により取得する財産に抵当権

その他の担保権を設定する場合を除く。）   

の融資であること。 

  なお、金融機関は経営者に対して交付金事

業者の連帯保証人になること（経営者保証）

を求めてはならない。 

２ 地方公共団体に対して、上記の目的に即した

民間事業者等、大学等、金融機関、地方公共団

体及び地域経済活性化支援機構等が連携して

実施する地域経済活性化事業に要する出資等

の経費についての助成を行う。 

 

第５条 交付対象経費 

  交付対象経費は、第８条に規定する交付決定

の日以降から、交付金事業者が地方公共団体に

交付金事業完了の報告までの間に要した、以下

に掲げる経費とする。 

経費の区分 説明 

施設整備費 

事業の遂行に必要な建物、建物付属設

備および構築物に係る設計、工事監

理、建築工事、修繕および購入に係る

経費。ただし、用地取得費は除く。 
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新 旧 備考 

機械装置費 

事業の遂行に必要な機械装置に係る

設計、工事監理、修繕、購入およびリ

ース・レンタルに係る経費 

（事業の遂行に必要な著作権等の無

形資産の取得等に要する経費を含

む。） 

備品費 
事業の遂行に必要な備品の購入およ

びリース・レンタルに係る経費 

調査研究費 

事業の遂行に必要なものとして、交付

金事業者と連携する地域の大学が行

う調査研究に係る経費。ただし、交付

金事業者が直接行う調査研究に係る

経費は除く。 

２ 第４条第２項にあっては、事業を実施するた

めに特に必要と認められる経費とする。 

 

第６条 交付限度額  

  交付対象経費のうち、融資額等を除いた額を

対象として、地方公共団体が交付金事業者に助

成する経費（以下「公費による交付額」という。）

に対する国が地方公共団体に対して交付する

交付金の額は、１事業あたり以下の各号に定め

る方法により算出した額を超えないものとす

る。ただし、算出された額に1,000円未満の端数

が生じた場合には、これを切り捨てるものとす

る。 

(1) 融資額等が公費による交付額と同額以上

１．５倍未満の額の場合にあっては、公費に

よる交付額（2,500万円を上限とする。）に(4)

に定める交付率を乗じて得た額とする。 

(2) 融資額等が公費による交付額の１．５倍以

上２倍未満の額の場合にあっては、公費によ

る交付額（3,500万円を上限とする。）に(4)

に定める交付率を乗じて得た額とする。 

(3) 融資額等が公費による交付額の２倍以上

の額の場合にあっては、公費による交付額

（5,000万円を上限とする。）に(4)に定める

交付率を乗じて得た額とする。 

(4) 交付率は、原則として1/2とする。ただし、

次の表の左欄に掲げる区分にあっては、それ

ぞれ右欄に掲げる交付率とする。 

機械装置費 

事業の遂行に必要な機械装置に係る

設計、工事監理、修繕、購入およびリ

ース・レンタルに係る経費 

（事業の遂行に必要な著作権等の無

形資産の取得等に要する経費を含

む。） 

備品費 
事業の遂行に必要な備品の購入およ

びリース・レンタルに係る経費 

調査研究費 

事業の遂行に必要なものとして、交付

金事業者と連携する地域の大学が行

う調査研究に係る経費。ただし、交付

金事業者が直接行う調査研究に係る

経費は除く。 

２ 第４条第２項にあっては、事業を実施するた

めに特に必要と認められる経費とする。 

 

第６条 交付限度額  

  交付対象経費のうち、融資額等を除いた額を

対象として、地方公共団体が交付金事業者に助

成する経費（以下「公費による交付額」という。）

に対する国が地方公共団体に対して交付する

交付金の額は、１事業あたり以下の各号に定め

る方法により算出した額を超えないものとす

る。ただし、算出された額に1,000円未満の端数

が生じた場合には、これを切り捨てるものとす

る。 

(1) 融資額等が公費による交付額と同額以上

１．５倍未満の額の場合にあっては、公費に

よる交付額（2,500万円を上限とする。）に(4)

に定める交付率を乗じて得た額とする。 

(2) 融資額等が公費による交付額の１．５倍以

上２倍未満の額の場合にあっては、公費によ

る交付額（3,500万円を上限とする。）に(4)

に定める交付率を乗じて得た額とする。 

(3) 融資額等が公費による交付額の２倍以上

の額の場合にあっては、公費による交付額

（5,000万円を上限とする。）に(4)に定める

交付率を乗じて得た額とする。 

(4) 交付率は、原則として1/2とする。ただし、

次の表の左欄に掲げる区分にあっては、それ

ぞれ右欄に掲げる交付率とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新 旧 備考 

区 分 交付率 

① 事業実施地が次の各号に掲げるいず

れかの地域に該当する場合であり、か

つ財政力指数（地方交付税法（昭和 25 

年法律第 211号）第 14 条の規定によ

り算定した基準財政収入額を同法第 11 

条の規定により算定した基準財政需要

額で除して得た数値で申請年度前３年

度内の各年度に係るもの（年度ごとに

小数点第３位を四捨五入）を合算した

数を３で除して得た数（小数点第３位

を四捨五入）をいう。以下同じ。）が

0.25以上 0.5未満の市町村が助成を行

う交付金事業（ただし、③に該当する

ものは除く。） 

(1) 過疎地域の持続的発展の支援に関す

る特別措置法（令和３年法律第 19号)

第２条第２項の規定に基づき公示され

た過疎地域                  

 (2) 特定農山村地域における農林業等

の活性化のための基盤整備の促進に関

する法律(平成５年法律第 72号)第２

条第４項の規定に基づき公示された特

定農山村地域 

(3) 山村振興法(昭和 40年法律第 64号)

第７条第１項の規定に基づき指定され

た振興山村 

(4) 半島振興法(昭和 60年法律第 63号)

第２条第１項の規定に基づき指定され

た半島振興対策実施地域 

(5) 離島振興法(昭和 28年法律第 72号)

第２条第１項の規定に基づき指定され

た離島振興対策実施地域 

(6) 沖縄振興特別措置法(平成 14年法律

第 14号)第３条第１項に規定する沖縄 

(7) 奄美群島振興開発特別措置法(昭和

29年法律第 189号)第１条に規定する

奄美群島 

(8) 小笠原諸島振興開発特別措置法(昭

和 44年法律第 79号)第４条第１項に

規定する小笠原諸島 

2/3 

② 事業実施地が①の各号に掲げるいず

れかの地域に該当する場合であり、か

つ財政力指数が 0.25未満の市町村が

助成を行う交付金事業（ただし、③に

該当するものは除く。） 

3/4 

③ 生産性向上に資するデジタル技術の

活用に関連する事業 であって、全く

の新規分野における事業の立ち上げで

あり、新規性・モデル性の極めて高い

事業と認められるもの 

9/10 

④ 脱炭素に資する地域再エネの活用等

に関連する事業であって、全くの新規

分野における事業の立ち上げであり、
3/4 

区 分 交付率 

① 事業実施地が次の各号に掲げるいず

れかの地域に該当する場合であり、か

つ財政力指数（地方交付税法（昭和 25 

年法律第 211号）第 14 条の規定によ

り算定した基準財政収入額を同法第 11 

条の規定により算定した基準財政需要

額で除して得た数値で申請年度前３年

度内の各年度に係るもの（年度ごとに

小数点第３位を四捨五入）を合算した

数を３で除して得た数（小数点第３位

を四捨五入）をいう。以下同じ。）が

0.25以上 0.5未満の市町村が助成を行

う交付金事業（ただし、③に該当する

ものは除く。） 

(1) 過疎地域の持続的発展の支援に関す

る特別措置法（令和３年法律第 19号)

第２条第２項の規定に基づき公示され

た過疎地域                  

 (2) 特定農山村地域における農林業等

の活性化のための基盤整備の促進に関

する法律(平成５年法律第 72号)第２

条第４項の規定に基づき公示された特

定農山村地域 

(3) 山村振興法(昭和 40年法律第 64号)

第７条第１項の規定に基づき指定され

た振興山村 

(4) 半島振興法(昭和 60年法律第 63号)

第２条第１項の規定に基づき指定され

た半島振興対策実施地域 

(5) 離島振興法(昭和 28年法律第 72号)

第２条第１項の規定に基づき指定され

た離島振興対策実施地域 

(6) 沖縄振興特別措置法(平成 14年法律

第 14号)第３条第１項に規定する沖縄 

(7) 奄美群島振興開発特別措置法(昭和

29年法律第 189号)第１条に規定する

奄美群島 

(8) 小笠原諸島振興開発特別措置法(昭

和 44年法律第 79号)第４条第１項に

規定する小笠原諸島 

2/3 

② 事業実施地が①の各号に掲げるいず

れかの地域に該当する場合であり、か

つ財政力指数が 0.25未満の市町村が

助成を行う交付金事業（ただし、③に

該当するものは除く。） 

3/4 

③ 生産性向上に資するデジタル技術の

活用に関連する事業 であって、全く

の新規分野における事業の立ち上げで

あり、新規性・モデル性の極めて高い

事業と認められるもの 

10/10 

④ 脱炭素に資する地域再エネの活用等

に関連する事業であって、全くの新規

分野における事業の立ち上げであり、
3/4 
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新 旧 備考 

地域金融機関等から ESG投融資を受け

る新規制・モデル性の極めて高い事業

と認められるもの 

 

第７条 交付申請  

  交付金の交付を受けようとする地方公共団

体は、別記様式第１号による交付申請書を総務

大臣（以下「大臣」という。）が別に定める日ま

でに提出しなければならない。 

２ 地方公共団体は、前項の交付金の交付申請を

するに当たって、当該交付金における消費税及

び地方消費税に係る仕入控除税額（交付対象経

費に含まれる消費税及び地方消費税相当額の

うち、消費税法（昭和63年法律第108号）の規定

により仕入れに係る消費税額として控除でき

る部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和25

年法律第226号）の規定による地方消費税の税

率を乗じて得た金額の合計額の金額をいう（以

下「消費税等仕入控除税額」という。））を減額

して交付申請しなければならない。ただし、申

請時において消費税等仕入控除税額が明らか

でないものについては、この限りでない。 

 

第８条 交付決定 

  大臣は、前条の規定による交付申請を受けた

ときは、当該内容を審査し、適当と認めたとき

は速やかに交付決定を行い、別記様式第２号に

よる交付決定書により、地方公共団体に通知す

るものとする。 

２ 大臣は、前条第２項ただし書による交付申請

がなされたものについては、交付金に係る消費

税等仕入控除税額について、交付金の額の確定

において減額を行うこととし、その旨の条件を

付して交付決定を行うものとする。 

３ 大臣は、第１項の通知に際して必要な条件を

付することができる。 

 

第９条 申請の取下げ 

交付決定通知を受けた地方公共団体は、前条

地域金融機関等から ESG投融資を受け

る新規制・モデル性の極めて高い事業

と認められるもの 
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の交付決定の内容に不服があるときには、交付

金の交付の決定の日から起算して３０日を経

過する日までに、別記様式第３号による申請取

下書を大臣に提出するものとする。 

  

第１０条 状況報告 

地方公共団体は、大臣から要求があった場合

は、交付金事業の遂行状況について別記様式第

４号による遂行状況報告書を提出するものと

する。 

 

第１１条 事業計画変更等の承認 

  地方公共団体は、次の各号の一に該当すると

きは、別記様式第５号による変更申請書を大臣

に提出し、その承認を受けなければならない。 

(1) 交付対象経費の区分ごとに配分された額

を変更しようとするとき。ただし、交付対象

総額の１０パーセント以内の流用増減を除

く。 

(2) 資金区分のうち、融資額等を減額しようと

するとき。 

(3) 交付金事業 の内容を変更しようとする

とき。ただし、次に掲げる軽微な変更を除く。 

① 交付目的に変更をもたらすものではな

く、かつ、交付金事業者の自由な創意によ

り、より能率的な交付目的達成に資するも

のと考えられる場合。 

② 目的及び事業能率に直接関わりがない

事業計画の細部の変更である場合。 

(4) 交付金事業の全部又は一部を他に承継し

ようとするとき。 

(5) 交付金事業の全部若しくは一部を中止し、

又は廃止しようとするとき。 

２ 大臣は、前項に基づく申請書を受理したとき

は、これを審査し、当該申請に係る変更の内容

が適正であると認め、これを承認したときは、

その旨を当該地方公共団体に通知するものと

する。 
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第１２条 実績報告 

  地方公共団体は、交付金事業が完了した場合

は、その日から起算して３０日以内又は交付金

の交付の決定を受けた日の属する年度の翌年

度の４月１０日のいずれか早い日までに、別記

様式第６号による実績報告書を大臣に提出し

なければならない。 

２ 地方公共団体は、交付金事業が完了せずに国

の会計年度が終了したときには、交付の決定に

係る会計年度の翌年度の４月３０日までに前

項に準ずる報告書を大臣に提出しなければな

らない。 

３ 第７条第２項ただし書により交付の申請を

した地方公共団体は、第１項の実績報告書を提

出するに当たって、当該交付金の消費税等仕入

控除税額が明らかになった場合には、これを当

該交付金事業の交付対象経費から減額して提

出しなければならない。 

 

第１３条 交付金の額の確定 

  大臣は交付金事業に係る成果の報告書等の

審査を行い、交付金事業が交付金の決定内容に

適合すると認めたときは、交付額を確定し、地

方公共団体に別記様式第１０号による交付額

確定通知書を通知するものとする。 

２ 前項において確定をしようとする交付金の

額に、1,000円未満の端数が生じた場合は、これ

を切り捨てるものとする。 

３ 大臣は、地方公共団体に交付すべき交付金の

額を確定した場合において、既にその額を超え

る交付金が交付されているときは、別記様式第

１１号による交付金返還命令通知書により、そ

の超える部分の額に相当する交付金の返還を

命ずるものとする。 

４ 前項の返還の期限は、当該返還の命令がなさ

れた日から起算して２０日以内とし、期限内に

納付されない場合には、大臣は、未納額につい

てその未納期間に応じて年１０．９５パーセン

トの割合で計算した延滞金を徴するものとす

第１２条 実績報告 

  地方公共団体は、交付金事業が完了した場合
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トの割合で計算した延滞金を徴するものとす

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新 旧 備考 

る。 

 

第１４条 交付金の支払 

  大臣は、前条の規定により交付金の額を確定

した後に交付金を支払うものとする。ただし、

必要があると認められる場合には、交付金の交

付決定の後に概算払いをすることができる。 

２ 地方公共団体は、交付金の交付を受けようと

するときは、別記様式第１２号による交付金請

求書を大臣に提出しなければならない。 

 

第１５条 消費税等仕入控除税額の確定に伴う

交付金の返還 

  第７条第２項ただし書により交付の申請を

した地方公共団体は、第１２条第１項の実績報

告書を提出した後において、消費税及び地方消

費税の申告により当該交付金の消費税等仕入

控除税額が確定した場合には、その金額（第１

２条第３項の規定により減額した地方公共団

体については、その金額が減じた額を上回る部

分の金額）を別記様式第９号による消費税等仕

入控除税額報告書により速やかに大臣に提出

しなければならない。 

２ 大臣は、前項の報告があった場合には、当該

消費税等仕入控除税額の全部又は一部の返還

を命ずる。 

３ 第１３条第４項の規定は、前項の返還につい

て準用する。 

 

第１６条 交付決定の取消し等 

  大臣は、交付金事業の中止若しくは廃止の申

請があった場合又は次に掲げる各号のいずれ

かに該当する場合には、第８条の決定の内容の

全部又は一部を取り消し、又は変更することが

できる。 

(1) 地方公共団体が、法令、この要綱又はこれ

らに基づく大臣の処分若しくは指示に違反

した場合 

(2) 地方公共団体が、交付金を交付金事業以外

る。 

 

第１４条 交付金の支払 

  大臣は、前条の規定により交付金の額を確定
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の事業に使用した場合 

(3) 地方公共団体が、交付金事業に関して不

正、怠慢その他不適切な行為をした場合 

(4) 第８条の交付決定後に生じた事情の変更

等により、交付金事業の全部又は一部を継続

する必要がなくなった場合 

(5) 交付金事業者が、法令に違反又は交付金を

交付金事業以外の用途に使用した場合 

２ 大臣は、前項の取消しをした場合において、

当該取消しに係る部分の額に相当する交付金

が既に交付されているときは、期限を定めて当

該交付金の全部又は一部の返還を命ずるもの

とする。 

３ 大臣は、前項の返還を命ずる場合（第１項第

４号及び第５号に規定する場合を除く。）には、

その命令に係る交付金を地方公共団体が受領

した日から当該返還命令がなされた日までの

期間に応じて年１０．９５パーセントの割合で

計算した加算金の納付を併せて命ずるものと

する。 

４ 第２項の返還及び前項の納付の期限につい

ては、第１３条第４項の規定を準用する。 

５ 大臣は、前２項の場合において、やむを得な

い事情があると認めるときは、加算金又は延滞

金の全部若しくは一部を免除することができ

るものとする。 

６ 本条の規定は、交付金事業について交付すべ

き交付金の額の確定があった後においても適

用があるものとする。 

 

第１７条 交付金の経理等 

  地方公共団体は、交付金についての経理を明

らかにする帳簿を作成し、交付金事業 の完了

の日の属する年度の終了後５年間保存しなけ

ればならない。 

 

第１８条 財産の管理等 

  地方公共団体は、交付金事業により取得し、

又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」
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６ 本条の規定は、交付金事業について交付すべ

き交付金の額の確定があった後においても適

用があるものとする。 

 

第１７条 交付金の経理等 

  地方公共団体は、交付金についての経理を明

らかにする帳簿を作成し、交付金事業 の完了

の日の属する年度の終了後５年間保存しなけ

ればならない。 

 

第１８条 財産の管理等 

  地方公共団体は、交付金事業により取得し、

又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」
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という。）については、交付金事業の完了後にお

いても、善良な管理者の注意をもって管理し、

交付金の交付の目的に従って、その効率的運用

を図らなければならない。 

２ 地方公共団体は、取得財産等について、別記

様式第７号による取得財産等管理台帳を備え

管理しなければならない。 

３ 地方公共団体は、当該年度に取得財産等があ

るときは、第１２条第１項に定める実績報告書

に別記様式第８号による取得財産等管理明細

表を添付しなければならない。 

４ 大臣は、地方公共団体に取得財産等を処分す

ることによる収入があり、又はあると見込まれ

るときは、その収入の全部若しくは一部を国に

納付させることがある。 

 

第１９条 財産処分の制限 

  取得財産等については、当該年度から交付規

則別表に定める期間を経過するまでの間は、大

臣の承認を受けないで、この交付金の交付の目

的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、

担保に供し、又は取り壊してはならない。 

２ 取得財産等のうち、適正化法施行令第１３条

第４号及び第５号に定める処分を制限する財

産は、取得価格又は効用の増加価格が単価５０

万円以上のものとし、同令第１４条第１項第２

号の規定に基づく財産の処分を制限する期間

は、交付規則第８条によるものとする｡ 

３ 地方公共団体は、前項の規定により定められ

た期間内において、処分を制限された取得財産

等を処分しようとするときは、あらかじめ別記

様式第１４号による承認申請書を大臣に提出

し、その承認を受けなければならない。 

４ 前項の承認をする場合において、担保に供す

る処分の承認に当たっては、総務省所管一般会

計補助金等に係る財産処分承認基準（平成20年

４月30日付け総官会第７９０号）の適用につい

ては、「抵当権」とあるのは「抵当権その他の担

保権」と読み替えるものとする。 
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５ 前条第４項の規定は、第３項の承認をする場

合において準用する。 

 

第２０条 収益納付等 

  地方公共団体は、交付金事業の完了の日の属

する会計年度の翌年度から起算して５年以内

の間、毎会計年度終了後の３０日以内に、別記

様式第１３号による事業化収益状況報告書を

大臣に提出しなければならない。 

２ 地方公共団体は、事業化に係る会計経理を明

らかにし、当該会計経理に係る帳簿及び伝票類

を、当該報告に係る会計年度の翌年度から起算

して５年間保存しなければならない。 

３ 大臣は、第１項の報告により、交付金事業者

に事業化により相当の収益が生じたと認めら

れるときは、地方公共団体に対して、交付した

交付金の全部又は一部に相当する金額の納付

を命ずることができる。ただし、交付金事業者

の直近３年間の決算のうちいずれかが赤字で

あった場合又はこの交付金の交付目的に資す

る事業への再投資（第５条に掲げる内容の経費

であって、事業を効果的に実施するために直接

必要な経費に限る。）によって公益への貢献が

認められると大臣が特に認めた場合はこの限

りでない。 

４ 大臣は、第４条第２項による助成により地方

公共団体に収益が生じたときは、地方公共団体

に対して、交付した交付金の全部又は一部に相

当する金額の納付を命ずることができる。 

５ 大臣は、第４条第２項による助成により地方

公共団体が出資等して形成した投資事業有限

責任組合等が解散、廃止等する場合において、

地方公共団体に出資等が返還されたときは、地

方公共団体に対して、交付金の全部又は一部に

相当する金額の納付を命ずることができる。 

６ 第３項から第５項までの規定により、納付を

命ずることができる額は、交付額を上限とす

る。 

７ 第３項から第５項までの規定により、納付を

５ 前条第４項の規定は、第３項の承認をする場

合において準用する。 
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命ずることができる額の納付期限は、当該命令

の通知の日から起算して２０日以内とする。 

８ 収益納付すべき期間は交付金事業の完了の

日の属する会計年度の翌年度から起算して５

年以内とする。 

９ 地方公共団体及び交付金事業者は、交付決定

の日の属する会計年度の翌年度以降、事業効果

を検証することを目的として行われる調査に

地域金融機関等の協力のもと、回答しなくては

ならない。 

 

第２１条 勧告・助言等 

  大臣は、地方公共団体又は交付金事業者に対

し、適正化法その他の法令及びこの要綱の施行

のため必要な限度において、交付金事業の施行

の促進を図るため、必要な勧告若しくは助言を

することができる。 

２ 大臣は、地方公共団体又は交付金事業者に対

し、必要があるときは、交付金事業を検査し、

その結果違反の事実があると認めるときは、そ

の違反を是正するため必要な限度において、必

要な措置を講ずべきことを命ずることができ

る。 

 

第２２条 交付金事業者への交付金交付の際に

付すべき条件 

  地方公共団体は、地域経済循環創造事業を行

う交付金事業者に交付金を交付するときは、第

８条から第１３条まで及び第１５条から第２

１条までの規定に準ずる条件を付さなければ

ならない。 

 

第２３条 その他必要な事項 

  その他必要な事項は、別に定めるものとす

る。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２５年２月２７日から適用す

る。 
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   附 則 

 この要綱は、平成２８年４月２１日から適用す

る。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年１１月１６日から適用

する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２９年４月４日から適用す

る。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成３０年４月２日から適用す

る。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成３１年４月１日から適用す

る。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から適用する。 

 

   附 則 

１ この要綱は、令和３年４月１日から適用す

る。 

２ 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別

措置法附則第５条第１項に規定する特定市町

村（同法附則第６条第１項、同法附則第７条第

１項及び同法附則第８条第１項の規定により

特定市町村の区域とみなされる区域を含む市

町村を含む。）であって、財政力指数が0.5未満

の市町村が助成を行う事業（ただし、第６条第

４号の表の③に該当するものは除く。）につい

ては、激変緩和のために令和９年３月３１日ま

で６年間（同法附則第５条第１項に規定する特

別特定市町村（同法附則第６条第２項、第７条

第２項及び第８条第２項の規定により特別特

 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年４月２１日から適用す

る。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年１１月１６日から適用

する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２９年４月４日から適用す

る。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成３０年４月２日から適用す

る。 

 

   附 則 
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   附 則 
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定市町村の区域とみなされる区域を含む市町

村を含む。）については、令和１０年３月３１日

まで７年間）の経過措置として、当該市町村の

財政力指数に応じて、それぞれ第６条第４号の

表の右欄に掲げる交付率とする。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から適用する。 
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財政力指数に応じて、それぞれ第６条第４号の

表の右欄に掲げる交付率とする。 

 

   附 則 
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 この要綱は、令和５年４月１日から適用する。 

 

    

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附則の追

加 
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（別記様式第１号） 

（略） 

 

（別記様式第２号） 

（略） 

 

（別記様式第３号） 

（略） 

 

（別記様式第４号） 

（略） 

 

（別記様式第５号） 

（略） 

 

（別記様式第６号） 

（略） 

 

（別記様式第７号） 

（略） 

 

（別記様式第８号） 

（略） 

 

 

（別記様式第１号） 

（略） 

 

（別記様式第２号） 

（略） 

 

（別記様式第３号） 

（略） 

 

（別記様式第４号） 

（略） 

 

（別記様式第５号） 

（略） 

 

（別記様式第６号） 

（略） 

 

（別記様式第７号） 

（略） 

 

（別記様式第８号） 

（略） 
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（別記様式第９号） 

（略） 

 

（別記様式第１０号） 

（略） 

 

（別記様式第１１号） 

（略） 

 

（別記様式第１２号） 

（略） 

 

（別記様式第１３号） 

（略） 

 

（別記様式第１４号） 

（略） 
 

（別記様式第９号） 

（略） 

 

（別記様式第１０号） 

（略） 

 

（別記様式第１１号） 

（略） 

 

（別記様式第１２号） 

（略） 

 

（別記様式第１３号） 

（略） 

 

（別記様式第１４号） 

（略） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


